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１ 防災・減災、森林整備等の推進事業

ため池下流域の防災・減災対策や農業用水安定供給のためのため池整備及び、森林が持つ多面的機能を発揮させるための森
林の適正な管理に寄与する森林施業等に対し支援等を行う。

29  大規模災害に備えたまちづくり 災害想定死者数

29-6 農山漁村地域の防災対策 農山漁村地域の災害死者数

現状値 目標値

37  自然との共生 県土における自然環境エリア（自然公園、
鳥獣保護区、里地里山等）の割合 現状値

16,032人(H25年) 2,439人

10％(R4年度) 20％(R8年度)目標値

現状値
目標値

森林の多面的機能の高度発揮を図るための森林整備を行う

【ため池防災・減災対策事業費】

ため池下流域の被害防止と農業用水の安定供給のための
ため池整備を行う

右表のとおり 右表のとおり

農山漁村が有する地域資源の維持に向けた
活動面積（森林、農地、水路）37-3 農山漁村が有する地域資源の保全

現状値 目標値

現状値

0人(R4年度) 0人(R8年度)

22,021ha(R4年度) 22,000ha(R8年度)目標値

【造林事業費】

老朽化対策

(堤体改修)

耐震対策

(地盤改良)

令和６年度６月補正予算（案）
予算額 356,799千円

予算額

（千円）
事業の内容 KPI

ため池防災・減災対策事業費

【農地整備課】
48,720 三秋大池ほか１池におけるため池の改修

造林事業費

【森林整備課】
308,079

四国中央市ほか17市町における間伐

及び森林作業道整備等

細施策名・事項名

【細施策29-6】

農山漁村地域の防災対策

【細施策37-3】

農山漁村が有する地域資源の保全

現状値

目標値

84％（H28～R8年度累計）

80％（H28～R5年度累計）

2,450ha（R6年度）

1,640ha（R4年度）

KPI

下流への被害が防止された
防災重点ため池割合

森林整備実施面積（当該年度）

（国内示増により、当初目標値の
2,000haから450ha増を目指す）

（全体1,751か所のうち、1,464か所
（84%）を整備終了する）

KPI

現状値

目標値

お問い合わせ先
農林水産部農業振興局

農地整備課
（089-912-2535）
農林水産部森林局

森林整備課
（089-912-2595）
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２ 施設園芸燃料高騰対策支援事業費

燃料価格の高騰が長期化している中、県内施設園芸農家の負担軽減を図るため、施設園芸セーフティネット構築事業に加入
している農家に対して、燃料に係る経費の一部を補助する。

17 農林水産業の生産振興

農業産出額

17-4 農業の生産振興

主な農産物の生産量（各振興計画に記載のある主要品目）

1,226億円（R2年）

1,200億円（R8年）

329千t（R5年度）

338千t（R8年度）

現状値

目標値

現状値

目標値

令和６年度６月補正予算（案）
予算額 3,910千円

お問い合わせ先
農林水産部農業振興局

農産園芸課
（089-912-2565）

施設園芸セーフティネット構築事業への加入件数
( R5年度加入者実績（67件）の1.2倍（82件）を目指す）

現状値
目標値

67件（R6.4時点）
82件（R6年度） 【物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金充当事業】

施設園芸燃料高騰対策支援事業 3,910千円

１ 事業対象者
国のR6施設園芸セーフティネット構築事業加入者

２ 事業内容
R6年10月～12月の間に、A重油等燃料価格の高騰により、セーフティネット

構築事業が発動した場合の農家積立金取崩額相当分の1/3以内を補助

３ 採択要件
国のR6施設園芸セーフティネット構築事業加入者のうち、BCPの推進など持

続可能な施設園芸に向けた取組みを令和6年4月～令和7年3月に実施する
（した）者

４ スキーム

施設園芸農家
・農業者団体

県

申請

交付

価格高騰に備える農家の負担軽減を図り、持続可能な施設園芸を推進

燃
料
価
格
上
昇
額

（
補
填
金
額
）

農家負担分

県補助分

セーフティ
ネットによる
国負担分

セーフティ
ネットによる
国負担分

農家負担分
(基金取崩額)

農家負担分の1/3

施設園芸セーフティネット構築事業では、燃料価格が一定の基準を上回った場合に、国と農業者が1：1で
積み立てた資金から補填金を交付しているものの、価格高騰の長期化等が農家経営を圧迫
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３ 捕獲獣流通円滑化促進事業費

有害獣による農作物被害額が高止まりである上に物価高騰の影響を受けている中、万全な体制で組織的な捕獲を進めようと
する捕獲隊等の活動強化のためのくくり罠の導入を追加支援するとともに、県内外でジビエの消費拡大を図るためのフェアを開催
する。

17 農林水産業の生産振興

農業産出額

17-4 農業の生産振興

主な農産物の生産量（各振興計画に記載のある主要品目）

1,226億円（R2年）

1,200億円（R8年）

329千t（R5年度）

338千t（R8年度）

現状値

目標値

現状値

目標値

令和６年度６月補正予算（案）
予算額 32,800千円

お問い合わせ先
農林水産部農業振興局

農産園芸課
（089-912-2565）

ジビエ利用頭数
（R6年度の予測利用頭数(2,178頭)に本事業による
ジビエ利用可能頭数(1,155頭)の上乗せを目指す）

現状値
目標値

1,858頭（R4年度）
3,333頭（R6年度） 【物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金充当事業】

【現状】
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野生鳥獣による農産物被害・捕獲数の推移

イノシシ シカ サル
その他獣類 鳥類 獣類捕獲数

◆R4の野生獣の捕獲数は過去最多であるものの、被害額は依然として高い水準
◆ジビエ利用は拡大傾向であるが、利用率はまだまだ低い

【課題とこれまでの対策】

◆鳥獣被害に加えて物価高で農業者の負担は増加
◆物価高で狩猟に係る経費も増加
（くくり罠：R4価格改定時約1.2倍、R6夏増額改定予定）

◆ジビエ利用が拡大傾向にある中、物価
高による消費停滞が懸念

～組織的な捕獲強化とジビエ消費の継続した支援・拡大による鳥獣害対策の強化～
物価高の影響を受けている農業者・狩猟者・ジビエ処理業者を一体的に支援

１ 有害獣緊急捕獲促進事業 28,232千円
捕獲資材であるくくり罠を増設し組織的な野生獣の捕獲強化を進めるため、くく
り罠の購入に要する経費について定額補助する。
(1) 要 件：捕獲隊、有害捕獲を行う者等で構成されている組織に属し、

前年度又は申請年度に有害捕獲の許可実績のある者等がくく
り罠を購入する場合

(2) 補 助 率 ：定額。ただし、１基７千円を上限に１人６基までとする。

２ えひめ産ジビエ消費拡大支援事業 4,568千円
県内でジビエの継続した取引と消費を盛り上げるとともに、県外で新たにえひめ
産ジビエの消費機会の創出を図るため、県内外で飲食店等による期間限定の
秋のジビエフェアを開催する。
◆秋のジビエフェア【県内外飲食店等：20店舗】
→春から秋へと継続してジビエ消費を促進（県内飲食店等）
→新たな消費機会を創出（県外飲食店等）

◆秋のジビエフェア宣伝広告等
(1) 委 託 先 ：民間事業者
(2) フェア実施期間：R６.10～12の１カ月を予定

【スキーム】

【追加対策】

県
（補助金） 捕獲隊等（有害鳥獣ハンター）

（委託料）
民間事業者

１の事業

２の事業

①「組織的な捕獲活動を後押しするため捕獲
資材を増設」（追加支援4,800基）
➣さらなる捕獲数の増加により被害を低減

➣県内でジビエフェアを開催
県内のビアブッフェ、レストランなど22の飲食店、
城山公園で開催されるキッチンカーイベントで
10店、１か所の子ども食堂がジビエ料理を考
案し、共通ののぼりを用いて販売・PR

➣くくり罠の支援（1,500基）
捕獲隊では、農作物被害の低減に向け、組織的な捕
獲を強化

②「県内外で秋のジビエフェアを開催」
➣本格シーズンとなる秋の肉を継続して取引し
消費を盛り上げ、さらに県外で新たな消費機
会を創出
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（頭） 捕獲獣のジビエ利用の推移

イノシシ ニホンジカ

※R5、R6は近似曲線(グラフ中
の点線)による予測値

2,178

1,155上乗せ

（％）はジビエ利用率
※処理施設を有する市町におけ
る本事業による捕獲目標数
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高騰前 R3年度 R4年度 R5年度 R6.4～6月

66,986 93,58092,74281,61271,539

97,57997,500

80,489

推計農家負担額

配合飼料価格

高騰期

高止まり予想

４ 酪農・畜産飼料価格高騰対策支援事業費
令和６年度６月補正予算（案）

予算額 112,300千円

畜産経営に必要不可欠な飼料価格の高騰が長期化しており、想定を遙かに超えた厳しい経営環境に直面し、経営存続の危
機に陥っていることから、本県畜産基盤を守るため、経営を維持し、国産飼料利用拡大や生産性向上等に継続して取り組む意
欲ある農家を支援する。

17 農林水産業の生産振興

農業産出額

17-5 畜産の生産振興

家畜（牛、豚、鶏）の飼養頭羽数

支援を受けた畜産農家の経営の継続率 現状値
目標値 100％（R6年度）

100％（R5年度）

1,226億円（R2年）

1,200億円（R8年）

3,467千頭羽（R5年度）

3,083千頭羽（R8年度）

現状値

目標値

現状値

目標値

お問い合わせ先
農林水産部農業振興局

畜産課
(089-912-2575) 

【物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金充当事業】

酪農・畜産飼料価格高騰対策支援事業 112,300千円

経営を維持し、生産性向上や自給飼料の生産による飼料コストの削減など経営

体質強化に取り組む畜産農家に対し、取組み推進のための支援金を交付する。

［事業主体］県内畜産農家が加入する基金団体

［対 象 者］ 配合飼料価格安定制度加入者

［事業要件］(１)経営を継続すること

(２)配合飼料価格安定制度に継続加入すること

(３)経営体質強化の取組みを実施すること

［支援内容］対象数量※1×支援単価※2/トン

※1 R6.4月～R7.3月期の配合飼料価格安定制度契約数量を上限

※2 四半期ごとに県が算定
[当該四半期の推計農家負担額]ー[R5年度平均の推計農家負担額]

の１/２以内

《スキーム》

県
団体

(事業主体)
畜産農家

申請 申請

交付 交付

配合飼料価格と推計農家負担額（円/トン）

セーフティネット
県等による支援 ・ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ等による急騰の抑制

・県支援により自給飼料増産等の
農家の取組みを推進
〈効果〉飼料作付面積(延べ)

(R3)1,669㌶→(R5)1,849㌶ 10％増

＜これまでの支援＞
県支援：R4～5年度
ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ発動：R2年度第3四半期

～R5年度第3四半期
国緊急支援：R4年度第3、4四半期

価格高騰に対する緊急支援により
持続可能な畜産経営を推進

(R2.10-12) 平均 平均 平均

高騰前の1.4倍
＜現状＞
・国際情勢や円安等により高止まり
の予想

・高止まりの状況ではｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄが
発動しない

✓継続的な支援を求める強い要望
✓経営体質転換が追い付かない
おそれ

92,742円

R5年度平均 R6.4～6月

93,580円

838円増

畜産農家の飼料経費の増加
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酪農家の収入確保による
経営の安定・経営意欲の向上

◇酪農経営：生産コストが高止まり
⇒離農の増加（約24％：R元→R5）
毎年7％戸数減少

⇒酪農生産基盤は崩壊危機

◇R6年度も、物価高騰の影響により、年間を通じて
消費（販売量）が減退する見込
（約3％減少 乳業会社試算）

５ 県産牛乳消費拡大応援事業費
令和６年度６月補正予算（案）

予算額 18,500千円

物価高騰等による牛乳の消費減退の影響を受ける県内酪農家の経営安定を図り、酪農生産基盤を維持するため、民間事業
者と連携して県産牛乳の消費拡大キャンペーンやイベント等でのプロモーションを実施し、消費の底上げに取り組む。

17  農林水産業の生産振興

農業産出額

17-5 畜産の生産振興

家畜(牛、豚、鶏)の飼養頭羽数

事業実施による県内飲用牛乳の消費増加量
(消費減退量(670t)の50％相当の抑制を目指す)

現状値
目標値 335ｔ（R6年度）

1,226億円（R2年）

1,200億円（R8年）

3,467千頭羽（R5年度）

3,083千頭羽（R8年度）

現状値

目標値

現状値

目標値

お問い合わせ先
農林水産部農業振興局

畜産課
(089-912-2575) 

【これまでの支援】

【物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金充当事業】

県産飲用牛乳の消費拡大が必要

【現状・課題】

県産牛乳消費拡大応援事業（委託先：県酪連） 18,500千円

（１）イベントプロモーション 5,500千円

▷若い世代や小学生など子どもが集まるイベントや集客施設において、
販売PRによるプロモーションを実施する。

▷長期休暇を活用した小中学生向けの理解醸成イベント
（スポーツ教室や食育教室等）を開催する。
○実施場所：産業まつり等イベント、集客施設

食育イベント、料理・スポーツ教室等
○実施期間：令和6年8月～令和7年2月

（２）県産牛乳消費拡大キャンペーン 13,000千円
▷県内消費者に対し、県産牛乳の消費意識向上や飲用牛乳の消費拡大
を図るキャンペーンを実施する。

○内容：店頭POP、CM、SNS広告を通じた県産牛乳の魅力発信
県産飲用牛乳購入者へのプレゼント企画
若い世代をターゲットにしたSNSを活用したプレゼント企画

○実施期間：令和6年11月～令和7年２月

《スケジュール》 7月 8月 11月 2月 3月

魅力発信・キャンペーン周知

プレゼント
キャンペーン

長期休暇向けイベント

イベントプロモーション

県産飲用牛乳消費拡大キャンペーン
イベント等でのプロモーションを実施
（R5年度9月補正予算）

冬期の飲用牛乳の県内販売量が増加
263ｔ増 ⇒県産牛乳の消費を底上げ

飲用牛乳の消費が落ちると
安価な乳製品向けでの使用が増加
⇒乳価が低下⇒酪農家の収入減少

R5年度事業では
30代までの世代が伸びず

離農の防止⇒生産基盤の維持・強化

［牛乳小売価格の推移］

（参考）事業実施による冬期の県内飲用
牛乳の消費増加量263ｔ(R5年度）

［県内メーカーの飲用牛乳販売量(県外販売量を含む)の推移］

R6年度見込は

R5年度見込より
約３％減

[R5年度事業効果]
・R5年度県内販売
増加量 :263t
(増加量の約50％)

・事業期間:11月～2月

・R6年度減退量:670t

・事業期間:8月～2月⇒

t/日

さらなる消費の底上げを図るには

特に、若い世代へのアプローチ
が必要（長期的な効果）

R5年度キャンペーン世代別応募者割合(%)



施策
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標
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６ 農業水利施設電気料金支援事業費
令和６年度６月補正予算（案）

予算額 13,000千円

電気料金高騰の影響を受ける農業水利施設を所有・管理する土地改良区等の負担軽減のため、高騰分の一部を補助すると
ともに、省エネルギー化の取組みを推進し、安定的な運営体制の確立を図る。

17 農林水産業の生産振興

農業産出額

17-9 生産基盤の保全・整備

農林漁業の生産基盤整備率（単年度）

支援を受けて省エネ化に取り組む
土地改良区の運営継続率

現状値
目標値 100％（R6年度）

100％（R5年度）

1,226億円（R2年）

1,200億円（R8年）

34.3％（R5年度）

100％（R8年度）

現状値

目標値

現状値

目標値

お問い合わせ先
農林水産部農業振興局

農地整備課
（089-912-2535）

石炭、液化天然ガス等の輸入価格高騰等により電気料金が高騰。現状

低効率電気設備等の農業水利施設を使用している土地改良区等の経
営を圧迫。

課題

電気料金高騰分の一部支援と併せて農業用水利施設の省エネルギー
化への取組みを推進。

対策

土地改良区等の安定的な運営体制を確立。
（農業用水の安定供給、適切な維持管理等、電力コストの低減）

効果

作物の生育等により、契約期間よりも早く送水を停止することが可能な
場合は、前倒しで契約期間を終了し、基本料金を低減。

◇コスト削減例（ソフト対策）【電力契約使用期間の短縮】

省エネ化・コスト削減の取組メニュー例
◇省エネルギー化（ソフト対策）
・ポンプの吐出し水位の見直し
・休止可能機器の通電停止
・節水による送水量の削減
◇コスト削減（ソフト対策）
・ポンプの同時運転台数の削減
・電力契約の適正化
・電力契約使用期間の短縮
◇省エネルギー化（ハード対策）
・高効率電動機への更新
・高効率ポンプへの更新
◇コスト削減（ハード対策）
・再生可能エネルギー施設の導入

市町 土地改良区・
土地改良区連合

交付

県

交付

複数市町に跨る土地改良区等

農業水利施設電気料金支援事業 13,000千円

１ 事業内容
電気料金高騰の影響を受けにくい農業水利システムへの転換を促すため、
省エネルギー化に取り組む施設管理者に対し、電気料金高騰分の７割を
支援する。
《対象期間：令和６年４月～令和６年９月》

２ 対象施設
① 水利施設管理強化事業の対象施設(国営造成等)
② ①を除く、維持管理に占める電気料金及び諸油脂費の割合が25%以上
の施設

３ 補助対象
農業水利施設を所有、管理する土地改良区・土地改良区連合

４ 採択要件
・省エネルギー化推進計画の策定
・省エネルギー化・コスト削減の取組メニューの中から原則２つ以上を実施

《スキーム》
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利用先（住宅等）

林業事業体

製材工場

７ 県産ヒノキの家づくり等支援事業費
令和６年度６月補正予算（案）

予算額 53,120千円

物価高騰等の影響で県内住宅着工戸数が減少する中、本県が全国に誇るヒノキの新たな需要創出と流通活性化により、林
業・木材産業への影響緩和を図るため、県産ヒノキ材を使用した建築費用等の一部を補助する。

18 県産品の販売力強化

県営業本部関与成約額

18-3 農林水産物の競争力強化と販路拡大

農林水産物の営業実績額

事業実施による県産ヒノキ原木使用量
(前年度比1.2倍以上を目指す)

現状値
目標値 1,040㎥（R6年度）

840㎥（R5年度）

247.6億円（R4年度）

300億円（R8年度）

153.1億円（R5年度）

150億円（R8年度）

現状値

目標値

現状値

目標値

お問い合わせ先
農林水産部森林局

林業政策課
(089-912-2585) 

R5
状況

県産ヒノキの家づくり等支援事業 53,120千円

１ 事業主体 愛媛県林材業振興会議

２ 事業実施主体 民間事業者及び建築主

３ 事業内容等

※その他、販路拡大に向けた国内外への営業活動を実施（ゼロ予算）

【物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金充当事業】

《スキーム》
（補助）（補助）

県
愛媛県林材業

振興会議

民 間
事業者

・

建築主補助金交付

補助金申請

補助金交付

補助金申請

新 規

R5
支援策

木造住宅へのヒノキ材利用促進支援を実施
⇒補助件数上限の90件全てを執行！
ヒノキの原木840m3分の需要を創出！

R6
現状

更なる
支援策

・木造住宅への支援

・ＣＬＴ建築物への補助を実施
・県産材製品の利用を支援
・県産材の国内外への販路を開拓中

既存
事業

住宅支援への有効性は確認できたものの…

・非住宅建築の木造化
・非住宅の内装木質化
・ＣＬＴの活用支援

そこで！

物価・
建築資材
の高騰

・住宅着工数の減少
・割高なヒノキ材
利用の減少

影
響

流通サイクルの
滞留

需要減により
原木価格が下落…
R4:19,100円/m3

→R5:17,200円/m3

★県の想定を上回るヒノキ材が使用された★

在庫量の減少！

ヒノキ需要の回復！

物価・資材価格の高止まり、金利の上昇

住宅着工数の
更なる減少

在庫量の
更なる増加

原木価格の
更なる低迷

需要の減少が
流通を阻害

更なる支援が必要！！

仕入れを制限

支援の要望もあり、使用量も多いため、
流通円滑化の一助となる。

住宅着工数(R6.3)
前年同月比△14.2％

補助額等 補助件数 備考

①

新築

延床面積80m2以上
129千円/ｍ3 8件

上限

877千円/件

新築又は既設 416千円/ｍ3 2件 －

②
新築

延床面積80m2以上
433千円/件  90件 定額

③ － 200千円/ｍ3 5件 建物以外

④ － － 1/2以内 － 現地確認等

105件

木造住宅の建築支援

ＣＬＴの活用支援

林材業振興会議事務費

計

非住宅の木造化・木質化

①-1非住宅建築支援

①-2内装木質化支援

県産ヒノキ材の

使用

※①-1、②は

管柱、土台のす

べてに使用のこと

補助要件事業区分

ヒノキ材の更なる需要を創出するために、
非住宅建築への利用や、本県の強み
であるＣＬＴの建物以外への支援。

全国有数の
ヒノキ産地を守る！
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８ 養殖業用資材購入支援事業費
令和６年度６月補正予算（案）

予算額 24,527千円

燃油、飼料及び資材価格の高騰により経営が圧迫されている零細な魚類及び真珠・真珠母貝養殖業者においては、老朽化
した養殖業用資材の更新が滞り、事業の継続が困難な状況にあるため、資材更新費用の一部を補助する。

17 農林水産業の生産振興

漁業産出額

17-7 漁業の生産振興

漁業生産量

支援対象養殖業者の負担軽減率
（資材取得費の平均上昇率の半減を目指す）

現状値
目標値 9.0%（R6年度）

7.6%（R5年度）

770億円（R2年）

900億円（R8年）

129千t （R5年度）

143千t （R8年度）

現状値

目標値

現状値

目標値

お問い合わせ先
農林水産部水産局

水産課
(089-912-2615) 

養殖業用資材購入支援事業 24,527千円

１ 事業主体

県内の漁業協同組合

２ 事業に参加する漁業者

県内の魚類及び真珠・真珠母貝養殖を行う零細な漁業者

３ 採択要件

（1）耐用年数を超えて使用している養殖業用資材の更新であること。

（2）常時雇用する従業員数が３人以下の漁業者であること。

（3）漁業協同組合を通じて購入する養殖業用資材であること。

４ 補助率

令和６年７月から令和７年１月までの間に購入した養殖業用資材

購入金額のうち、価格上昇分※の２分の１

５ 補助対象資材及び価格上昇率

６ スキーム

【物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金充当事業】

※養殖業用資材ごとに県が定める割合に

基づき、算出した金額

【課題】 資材の更新が停滞⇒養殖財産の喪失⇒事業継続の危機！！

現状に対応した、より効果的な資材購入支援を実施

魚類養殖

真珠・
真珠母貝養殖

対象資材 養殖筏(上枠) 金網生簀 真珠ネット 真珠かご枠

価格上昇率 20% 16% 34% 19%【対策】 対象資材の購入金額のうち、価格上昇分の２分の１を補助
※令和５年度９月補正予算からの主な変更点

・対象資材の追加(真珠かご枠) ・事業期間の延長(４か月→７か月)

【現状】

・燃油・飼料の価格高騰の長期化

・養殖魚の魚価の下落、真珠母貝の

生産量低迷に伴う収入の減少

・養殖業用資材の価格高騰の継続
高止まり

高止まり

下落

新規


